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令和９年度地方税制改正（税負担軽減措置等）要望事項 

（ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ・ その他 ） 

No 11 府 省 庁 名  内閣府            

対象税目 個人住民税  法人住民税  事業税  不動産取得税  固定資産税  事業所税  その他（都市計画税） 

要望 

項目名 
令和６年奥能登豪雨に係る被災住宅用地等に係る課税標準の特例措置の拡充 

 

要望内容 

（概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・特例措置の対象（支援措置を必要とする制度の概要） 

震災等により滅失又は損壊した住宅の敷地の用に供されていた土地等 

 

・特例措置の内容 

＜現行制度＞ 

  市町村長が認めた場合に限り、原則として被災後２年度の間、上記の土地を住宅用地とみなして固定資

産税等を軽減する特例措置。（令和６年奥能登豪雨は令和８年度末が適用期限） 

 

＜要望内容＞ 

上記の特例措置について、被災後２年度の間という適用期間を、令和６年奥能登豪雨について、２年間

（令和 11年３月 31日まで）延長する拡充を行う。 

 

関係条文 

地方税法第 349条の３の３、第 702条の３ 

地方税法施行令第 52条の13 

地方税法施行規則第 12条の３ 

減収 

見込額 

［初年度］  ▲4.3（  －  ）  ［平年度］  ▲4.3 （  －  ） 

［改正増減収額］  －                            （単位：百万円） 

 

要望理由 

（１）政策目的 

令和６年奥能登豪雨により住宅等が滅失又は損壊した被災者の負担を軽減することで、当該被災者の生活

の再建を支援する。 

 

（２）施策の必要性 

災害により滅失又は損壊した住宅の敷地の用に供されていた土地については、市町村長が認めた場合に限

り、被災後２年度分（被災市街地復興推進地域内の土地については被災後４年分。）の固定資産税等について

住宅用地特例を適用し、被災者の負担を軽減する措置がとられている。 

令和６年奥能登豪雨の被災地では、被災住宅用地等に係る特例が今年度で適用期限を迎え、来年度から特

例が適用されなくなるところ、奥能登豪雨に係る復旧関連公共工事が完了していないこと等により、令和９

年度以降も住宅等を失った被災者が住宅等の再建に着手できない場合も想定されることから、被災住宅用地

等に係る適用期限切れに伴い、令和９年度以降の被災者の負担が増加し、被災者の生活再建が遅れることが

懸念される。 

そのため、被災者の早急な生活再建を支援するために、本特例措置を延長し、被災者の負担を軽減する必

要がある。 

本要望に 

対応する 

縮減案 

－ 
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今
回
の
要
望
（
税
負
担
軽
減
措
置
等
）
に
関
連
す
る
事
項 

合
理
性 

政策体系におけ

る政策目的の位

置付け 

○経済財政運営と改革の基本方針 2026（令和８年７月 21日閣議決定） 

第２章 賃上げを起点とした成長型経済の実現 

３．国民の安心・安全の確保 

（２）東日本大震災・能登半島地震への対応  

（能登半島地震からの復旧・復興） 

令和６年能登半島地震及び豪雨災害からの創造的復興を遂げなければならない。イン

フラの復旧・整備、災害公営住宅の整備、復興まちづくり、被災者の生活や生業の再

建、地場産業・伝統産業の復活・振興、地籍調査・法務局地図作成の加速を推進する。 

政策の 

達成目標 

令和６年奥能登豪雨により住宅等を失った被災者の早急な生活再建 

 

税負担軽減措

置等の適用又

は延長期間 

２年間（令和９年４月１日～令和 11年３月 31日） 

同上の期間中

の達成目標 

「政策の達成目標」に同じ 

政策目標の 

達成状況 

令和６年奥能登豪雨における応急仮設住宅入居戸数（令和８年４月１日時点） 

 

輪島市：168戸 

珠洲市：20戸 

有

効

性 

要望の措置の 

適用見込み 

輪島市：658件、珠洲市：80件 

要望の措置の 

効果見込み 

（手段としての

有効性） 

令和６年奥能登豪雨により住宅などを失った被災者が、復旧関連公共工事が完了して

いないこと等により、適用期限の令和８年度末までに住宅の再建に着手できない場合で

あっても、引き続き当該被災者の負担を軽減することにより、被災者の早急な生活再建

に資するものである。 

相

当

性 

当該要望項目 

以外の税制上の

支援措置 

－ 

予算上の措置等

の要求内容 

及び金額 

－ 

 

上記の予算上

の措置等と 

要望項目との

関係 

－ 

要望の措置の 

妥当性 

本特例措置は、住宅等の再建を望みつつも、復旧関連公共工事が完了していないこと

等により、令和６年奥能登豪雨による被災の後２年度を経過しても住宅等の再建に着手

できない被災者の負担を軽減するものであり、当該災害により住宅等が滅失又は損壊し

た被災者の生活の再建に資するものである。 

また、個別の補助金の申請手続を求めて交付する手法と比較して、国民・行政双方に

生じる手続き等の負担の軽減から、税制特例により措置することは妥当である。 
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こ

れ

ま

で

の

税

負

担

軽

減

措

置

等

の

適

用

実

績

と

効

果

に

関

連

す

る

事

項 

税負担軽減措置等の 

適用実績 

（１） 固定資産税 

 適用件数 減額後の課税標準額 減収額 

令和３年度 -件 4,869百万円 341百万円 

令和４年度 -件 2,418百万円 169百万円 

令和５年度 -件 2,392百万円 167百万円 

令和６年度 -件 2,149百万円 150百万円 

令和７年度 -件 263百万円 18百万円 

 

（出典：固定資産の価格等の概要調査（総務省）より（減収額は推計値）） 

※令和３年度・令和４年度は熊本地震及び平成 30 年７月豪雨において被災住宅用地特

例が適用された土地の額の合計、令和５年度・令和６年度は熊本地震、平成 30 年豪

雨及び令和２年７月豪雨において被災住宅用地特例が適用された土地の額の合計 

 

（２） 都市計画税 

 適用件数 減額後の課税標準額 減収額 

令和３年度 -件 （200㎡以下）765百万円 
（200㎡超）295百万円 

（200㎡以下）4.6百万円 
（200㎡超） 0.4百万円 

令和４年度 -件 （200㎡以下）615百万円 
（200㎡超）238百万円 

（200㎡以下）3.7百万円 
（200㎡超）0.4百万円 

令和５年度 -件 （200㎡以下）575百万円 
（200㎡超）702百万円 

（200㎡以下）3.5百万円 
（200㎡超）1.1百万円 

令和６年度 -件 （200㎡以下）517百万円 
（200㎡超）634百万円 

（200㎡以下）3.1百万円 
（200㎡超）1.0百万円 

令和７年度 -件 （200㎡以下）32百万円 
（200㎡超）163百万円 

（200㎡以下）0.2百万円 
（200㎡超）0.2百万円 

 

（出典：市町村交付金及び都市計画税に関する調（総務省）より（減収額は推計値）） 

※令和２年度は熊本地震、令和３年度・令和４年度は熊本地震及び平成 30 年７月豪雨

において被災住宅用地特例が適用された土地の額の合計、令和５年度・令和６年度は

熊本地震、平成 30 年７月豪雨及び令和２年７月豪雨において被災住宅用地特例が適

用された土地の額の合計 

 

 

 

 

 

 

「地方税における

税負担軽減措置等

の適用状況等に関

する報告書」に 

おける適用実績 

－ 

税負担軽減措置等の適

用による効果（手段と

しての有効性） 

災害により住宅等を失った被災者が、復旧関連公共工事が完了していないこと等によ

り住宅の再建に着手できない場合であっても、当該被災者の負担を軽減することによ

り、被災者の早急な生活再建に資するものである。 

前回要望時の 

達成目標 

－ 

前回要望時からの 

達成度及び目標に 

達していない場合の理

由 

－ 
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これまでの要望経緯 

令和元年度 拡充（熊本地震に係る被災市街地復興推進地域外における被災住宅用地等

特例の適用期限を２年度延長） 

令和３年度 拡充（熊本地震に係る被災住宅用地等に係る課税標準の特例措置及び被災

代替家屋に係る税額の特例措置の適用期限を２年度延長。平成 30 年７月

豪雨に係る被災住宅用地等特例の適用期限を２年度延長。） 

令和５年度 拡充（熊本地震及び平成 30 年７月豪雨に係る被災住宅用地等に係る特例

措置及び被災代替家屋に係る税額の特例措置の適用期限を２年度延長。令

和２年７月豪雨に係る被災市街地復興推進地域外における被災住宅用地等

特例の適用期限を２年度延長。） 

令和７年度 拡充（令和２年７月豪雨に係る被災住宅用地等に係る特例措置及び被災代

替家屋に係る税額の特例措置の適用期限を２年度延長。） 

廃止（熊本地震及び平成 30年７月豪雨に係る被災住宅用地等に係る特例措

置及び被災代替家屋に係る税額の特例措置の期限の延長を不実施。） 

令和８年度 拡充（令和６年能登半島地震に係る被災市街地復興推進地域等外における

被災住宅用地等に係る特例措置の適用期限を２年度延長。） 
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